


















支部 会員数 36時間達成者数 達成率 支部 会員数 36時間達成者数 達成率

東 1,840 896 48.7% 神戸 677 294 43.4%

西 340 137 40.3% 灘 82 39 47.6%

港 54 42 77.8% 須磨 121 76 62.8%

南 506 246 48.6% 兵庫 198 118 59.6%

浪速 113 48 42.5% 長田 39 32 82.1%

北 1,225 515 42.0% 芦屋 193 104 53.9%

福島 132 77 58.3% 明石 166 100 60.2%

大淀 385 203 52.7% 加古川 131 63 48.1%

西淀川 45 23 51.1% 西宮 356 159 44.7%

東淀川 407 186 45.7% 尼崎 235 100 42.6%

旭 133 67 50.4% 伊丹 129 54 41.9%

城東 129 72 55.8% 柏原 38 26 68.4%

枚方 309 186 60.2% 洲本 32 11 34.4%

門真 133 72 54.1% 姫路 267 143 53.6%

天王寺 362 211 58.3% 三木 26 11 42.3%

生野 42 20 47.6% 西脇 32 15 46.9%

東成 71 24 33.8% 社 53 39 73.6%

阿倍野 140 69 49.3% 龍野 47 33 70.2%

東住吉 141 69 48.9% 相生 27 21 77.8%

西成 31 17 54.8% 豊岡 44 19 43.2%

住吉 129 58 45.0% 和田山 10 6 60.0%

富田林 146 69 47.3% 奈良 340 153 45.0%

東大阪 231 114 49.4% 葛城 169 100 59.2%

八尾 177 96 54.2% 吉野 5 4 80.0%

堺 366 187 51.1% 桜井 45 16 35.6%

泉大津 115 59 51.3% 和歌山 231 156 67.5%

岸和田 128 68 53.1% 海南 17 10 58.8%

泉佐野 100 61 61.0% 粉河 33 21 63.6%

茨木 322 160 49.7% 湯浅 21 16 76.2%

吹田 227 105 46.3% 御坊 20 15 75.0%

豊能 370 171 46.2% 田辺 25 15 60.0%

上京 218 118 54.1% 新宮 14 3 21.4%

中京 454 172 37.9% 大津 172 87 50.6%

下京 336 155 46.1% 今津 18 14 77.8%

右京 272 130 47.8% 草津 149 83 55.7%

左京 126 55 43.7% 水口 32 17 53.1%

東山 88 48 54.5% 近江八幡 64 35 54.7%

伏見 154 80 51.9% 彦根 61 40 65.6%

宇治 204 106 52.0% 長浜 41 19 46.3%

園部 43 18 41.9% 合計 15,183 7,523 49.5%

福知山 25 14 56.0% 【参　考】 4,360 2,267

宮津 13 10 76.9% R３年度 15,007 11,504 76.7%

舞鶴 21 13 61.9% R２年度 14,874 10,977 73.9%

峰山 20 9 45.0% R元年度 14,755 11,475 77.8%
※１ 全時間免除者数（67名）を除く。

※２ 事業年度途中の新規登録会員（按分算定）及び一部免除者の受講義務時間の達成を含む。

令和４年度受講時間達成実績一覧（支部別）
令和５年３月20日時点



 

参考:会員研修に関する運営規程(抄) 

（研修の形態） 

第３条 第２条第１項に規定する研修

は、有料若しくは無料の別又は会場

参加方式若しくはマルチメディアを

利用する方式等の形態を問わないも

のとする。 

【注】「認定研修」及び「その他の研修」

についてもマルチメディアにより受

講した時間を研修受講時間として算

入できます。 

（その他の研修の範囲） 

第５条 第２条第１項第７号に規定す

るその他の研修とは、税理士会員か

ら申請があった研修で、次の各号に

掲げるものとする。 

（１） 大学等及び民間団体が実施す

る研修で、前条第１項第１号又

は第２号の認定を受けていない

もの 

（２） 日本弁護士連合会、日本公認

会計士協会その他法律で定める

士業の団体が実施する研修（税

理士業務に隣接するものに限

る。) 

（３） 他会の認定研修 

 （受講時間の算定等） 

第６条 規則第５条第１項の規定によ

り受講しなければならない研修時間

の算定については、次に掲げる研修

の形態に応じ、それぞれの時間を受

講時間とする。 

（１） 省 略 

（２） マルチメディアを利用する方

式により受講したときは、その

視聴した時間 

２．前項にかかわらず、税理士会員が

第２条第１項各号に規定する研修の

講師（研究発表者、パネリスト等を

含む。以下同じ。）を務めたときは、

当該税理士会員又は主催者の申請に

基づき、当該研修を第２条第１項第 

７号に規定するその他の研修を受講

したものとみなし、その研修時間の

３倍の時間を受講時間とする。 

 

参考:会員研修に関する実施要領(抄) 

（受講時間の認定に関する申請等） 

第17条 税理士会員が次に掲げる研修

の受講時間の認定を受けようとする

ときは、当該研修を受講した日の属

する月の翌月 15 日までに、受講時間

認定申請書（様式第６号）を本会に

提出しなければならない。ただし、

研修の主催者が受講者名簿を提出す

る場合は、この限りでない。 

（１） 規程第２条第１項第１号から

第５号に規定する研修でマルチ

メディアを利用する方式による

もの 

（２） 規程第２条第１項第７号に規

定する研修 

（３） 規程第６条第２項に規定する

講師を務めた研修 

 

 

 

 

対象となる研修 
会員研修に関する運営規程第５条に規定する｢その他の研修｣及び第

６条に規定する｢マルチメディア研修｣、｢講師を務めた研修｣ 

提 出 期 限 令和５年４月 17 日（月）まで 

申 請 方 法 

下掲の申請方法によりご申請ください。 

（１）研修受講管理システム 

（２）受講時間認定申請書(様式第６号)（裏面参照） 

開催案内など研修内容が確認できるものを添付のうえ、本会に

ご提出願います。 ※受講時間認定申請書は「会員専用ページ 

＞研修情報＞研修部からのお知らせ」からダウンロードできます。 

提  出  先 

お問合わせ先 

近畿税理士会 事務局 制度研究課(担当：研修部) 

〒540-0012 大阪市中央区谷町 1丁目 5番 4号 

TEL（06）6941-6886 FAX（06）6942-2182 

e-mail：info_kensyu@kinzei.or.jp 

そ  の  他 

令和５年５月中に、申請された受講時間の審査結果を反映した受講記

録を郵送します。申請内容が反映されているかどうか必ずご確認願いま

す。 

「その他の研修」 

「マルチメディア研修」 

「講師を務めた研修」は、 

４
．
月 1

．
7
．
日(月

．
)までに 

本会に申請してください。 

近畿税理士会・研修部 
 



（様式第６号） 

 年  月  日 

近畿税理士会 御中 

 

受講時間認定申請書 
（会員研修に関する実施要領第 17 条関係） 

 

申
請
者 

氏名  登録番号  

事務所所在地 

（所属支部）  支部 

〒 

 

連絡先 （TEL） （FAX） 

 

実
施
内
容 

☐ 会場参加 

方式 

実施団体名  

日時     年  月  日（  ）  時  分～  時  分 

研修時間     時間    分 

場所  

☐ 

マルチメディア 

実施団体名  

受講日     年  月  日（  ） 

視聴時間     時間    分 

研修確認コード     
 

研修テーマ  

講師名  

研修の概要 

(別紙添付可) 
 

※ 案内文等研修内容が確認できるものを添付してください。 

他の税理士会の認定研修を受講した場合には、実施団体名の後に認定である旨を付記してくだ

さい。 
 
【税理士会使用欄】 

認定の可否 理由 

☐ 可 ☐ 否  
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